
はじめに
今月の解体新書は、データベースに

収録されている情報の紹介に入る前
に、トップページについても、ご案内
したいと考えました。

Ⅰ トップページ
ＴＡＩＮＳのトップページには、「お

知らせ」や「収録情報」などの項目の
ほかに、「トピックス」というコーナ
ーがあります（http://www.tains.
org/）。
ここには、「今週の判決・裁決」と
いう新しい情報とともに「活動状況」
があり、これをクリックすると、各地
の単位税理士会別に「会員数一覧と加
入割合」が掲示されており、本年3月
1日現在、ＴＡＩＮＳ会員数は6，014
人、全登録税理士数75，031人に対する
加入割合は8．02％になっています。

Ⅱ ログイン
ログインすると、検索トップページ

の上の方には、7個のアイコンが並ん
でおり、右から3番目の「ランキング
20」をクリックすると、ＴＡＩＮＳの
会員がどのようなテーマを、数多く検
索したかが一目でわかる仕組みになっ
ています。

Ⅲ ランキング20
「所得税」「法人税」「相続税」「消
費税」などの税目のほか、「修繕費」「交
際費」「貸倒損失」「譲渡費用」「広大
地」「時価」「取引相場のない株式」「小
規模宅地」などの税法上のキーワード
が数多く使われ、各月ごとに、上位に
ランクされているということが分かり
ます。一方、実務家である税理士が使
う税法データベースのキーワードは、
判決や裁決の争点に頻繁に使われてい
るこれらのキーワードだけではなく、
「誤りやすい事例集」「資産税調査の手
引」「課税第一情報」など、実務に直
結する具体的な情報のキーワードがラ
ンキングの上位を占めています。

Ⅳ 情報公開法と新しいキ
ーワード

平成13年4月、情報公開法の施行に
伴って、国税庁、各国税局、国税不服
審判所、税務大学校などの行政機関に
対して行政文書の開示を請求できるこ
とになり、それまで、判決、裁決が中
心であった税法データベースのキーワ
ードに、新しく情報公開法により入手
した行政文書の名称が登場することに
なりました。
新しい行政文書名をキーワードとし

てデータベースに収録すると、毎週木
曜日に会員向けに発信しているメール
ニュースにより周知が図られていま
す。
キーワードで検索する場合、「検索

トップ」画面の入力窓で検索せず、画
面左下の「ＴＡＩＮＳキーワード詳細
検索」を選んでください。
「検索トップ」での検索は、初心者

のためのグーグル検索のような検索方
法ですから、あらゆる文字列を網羅し
て検索しますので、正確に絞り込むキ
ーワード検索はできません。
・誤りやすい事例集
キーワード「誤りやすい事例集」で

検索すると482件も収録されています
（平成27年3月現在）。
そこで、絞り込むための便利なキー

ワードが、平成25年12月に新設されま
した。
「☆2015年02月収録分」というよう

に、平成25年12月以後、その月に収録
された情報には、必ず、このキーワー
ドが付されています。
平成27年中に、収録された情報を検

索するには「☆2015年＊」のように末
尾に半角のアスタリスク「＊」を付け
ると「前方一致」の機能が働き、平成
27年1月から12月までに収録された全
ての情報を検索することができます。
《検索方法》
誤りやすい事例集 ☆2015年＊

…………→8件

Ⅴ 「特に留意すべき事項に
ついて」

平成26年6月、国税庁長官から各国
税局長、沖縄国税事務所長、国税不服
審判所長、税務大学校長宛てに「平成
26事務年度における事務運営に当たり
特に留意すべき各事務系統に共通する
事項について（指示）」という行政文
書が発遣されました。
いわゆる「特留通達」です。キーワ

ード「特留通達」で検索すると、19件
収録されていますが、「平成26事務年
度」というキーワードにより、次のよ
うに検索することができます。
特留通達 平成26事務年度→5件
ちなみに、「事務年度」とは7月1
日から6月30日までをいいます。
このほかの4件は、次のとおりで
す。
「平成26事務年度における調査課事務
の運営に当たり特に留意すべき事項に
ついて（指示）」
「平成26事務年度における課税関係事
務の運営に当たり特に留意すべき事項
について（指示）」
「平成26事務年度における広報広聴事
務運営に当たり特に留意すべき事項に
ついて（指示）」
「平成26事務年度における税理士関係
事務の運営に当たり特に留意すべき事
項について（指示）」
税理士関係事務については、下記の
ような構成になっています。

1 基本的な考え方
2 税理士会等との連絡協調
3 税理士等に対する指導監督
4 退職予定職員への税理士法第
42条の周知徹底

特に3の「税理士等に対する指導監
督」には、違反行為の未然防止、税理
士等情報提供せんの的確な収集・管理
及び効果的な活用、実態確認の計画的
かつ的確な実施、税理士法の調査の的
確な実施、適正迅速な懲戒処分の実施
等が定められています。

Ⅵ 判決速報について
東京国税局課税第一部国税訟務官室
が発信している判決速報は、現在160
件が収録されていますが、情報公開法
に基づいて開示請求を行うと、通常の
開示期間は、同法第10条1項により、
30日と定められていますが、わずか数
頁であるにも関わらず、開示期間は同
条2項の規定に基づき、60日に延長さ
れています。
判決速報で紹介されている判決は、
最新の判決が多く、雑誌や新聞にも全
く取り上げられていない事件もあっ
て、貴重な情報源と考えられます。
多くの場合、国側全部勝訴という結
末になっていますが、国側敗訴の事件
については、「国側全部敗訴」「国側一
部敗訴」「国側敗訴」などという、こ
れらの行政文書の表記どおりに、キー
ワードを付して編集しています。
また、判決速報と、これに該当する
判決とは、「判決速報○○○○」とい
う番号により双方を結び付けて、編集
していますので、判決書とこの判決に
ついての国側の考え方を知ることがで
きます。
この方法は、税務訴訟における国側
の考え方について理解を深めることが
でき、大変貴重な研修資料となってい
ます。

おわりに
実務においては、現実の出来事に、
税法データベース検索のためのキーワ
ードを当てはめるのは、難しい場合が
少なくありません。
データベース検索の達人になる方法
は、「習うより慣れろ」でしょうね。
毎日のように、ＴＡＩＮＳにログイ
ンして、繰り返し、検索してみること
です。

収録内容に関するお問合せは
データベース編集室へ
TEL03－5496－1416

朝倉 洋子[目黒支部]

ＴＡＩＮＳを自由自在に！
～ランキング上位のキーワードから～
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